ストレスチェックの実施に関する規程の例
事業場におけるストレスチェックの実施に関する規程
（目的）
第1条　この規程は、労働安全衛生法に基づくストレスチェックを適切に実施できるように定めるものである。
（ストレスチェックの実施）
第2条　ストレスチェックを年1回、定期的に実施し、本人にその結果を通知して自らの心身の状況について気づきを促すとともに、高ストレスと判定された従業員には、当社産業医もしくは会社が指定する医師との面接を案内する。
2　高ストレスと判定された従業員から面接の申し出があった場合には、当社産業医との面接を実施する。面接の申し出の窓口は当社保健師とする。
3　人事労務部門は、面接の結果、産業医から就業上の措置に関する意見書を入手した上で、必要に応じて就業上の措置を講ずる。
（実施体制）
第3条
（※社内で実施する場合）　ストレスチェック実施代表者は当社産業医とし、共同実施者は当社保健師とする。実施事務従事者は人事部安全衛生担当者とする。実施事務従事者は、実施者の指示により、ストレスチェックの実施の事務（個人の調査票のデータ入力、結果の出力、結果の保存）などの業務を行う。
　（※外部委託する場合）　ストレスチェック実施代表者は当社産業医とする。共同実施者を当社保健師とする。委託先における共同実施者を○○○○（外注先）の医師とする。個人の調査票のデータ入力、結果の出力、結果の保存などは、委託先の実施事務従事者が行う。会社はストレスチェックの個人の結果を入手しない。
（ストレスチェックに関する情報の取扱い）
第4条　ストレスチェックの実施に当たっては、個人のプライバシーの保護に留意する。ストレスチェックの実施、従業員からの相談対応に当たった者は、そこで知り得た個人情報の取扱いについては、関連する法令及び社内規程を遵守し、正当な理由なく他に漏らしてはならない。
2　個々の従業員のストレスチェックの結果について、人事労務部門や管理監督者などは、従業員本人の同意なく通知されない。
3　面接の結果について医師から人事労務部門に対して就業上の意見を提出する場合には、就業上の措置の実施に必要な最小限度の範囲・内容の共有にとどめるよう留意する。
（不利益な取扱いの禁止）
第5条　ストレスチェックの受検の有無やストレスチェックの結果、医師との面接の申し出や実施の有無、結果提供の不同意等を理由とした不利益な取扱いを行ってはならない。
（組織分析の実施）※組織分析を実施する場合
第6条　会社は、ストレスチェックの結果を組織単位で集計した組織分析を実施する。
2　組織分析は○○事業所、○○部などの組織単位で実施する。ただし、組織分析の結果から個人が特定されないよう、10人以上の従業員が含まれる単位で実施するものとする。
3　組織分析の結果を勘案し、その必要があると認められる場合には、当該組織の従業員の心理的な負担を軽減するための措置を実施する。
4　組織分析を実施する場合には、派遣社員に対してもストレスチェックを行うものとする。ただし、個人の結果の通知は行わず、その結果は組織分析のみに利用する。
付則
（施行日）
この規程は、平成○年○月○日から施行する。
